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【執行部関係】

議案番号 議　案　名 主　管　課 提　出　理　由　の　概　要

議第７８号
美濃加茂市地域包括支援センターにおける包括的支
援事業を実施するために必要な基準を定める条例の
一部を改正する条例について

高齢福祉課 介護保険法施行規則の改正に伴い所要の改正を行うもの

議第７９号
美濃加茂市刑法等の一部を改正する法律の施行に伴
う関係条例の整備に関する条例について

総務課 刑法の改正に伴い所要の改正を行うもの

議第８０号
美濃加茂市情報公開条例及び美濃加茂市個人情報の
保護に関する法律施行条例の一部を改正する条例に
ついて

総務課
公文書の公開すべき情報及び個人情報の開示すべき情報
から公務員等の氏名を除く改正を行うもの

議第８１号
美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正す
る条例について

キャリアサポート課
人事院勧告に基づき、民間給与との較差を解消するた
め、給料表の水準を引き上げ、期末勤勉手当の支給月数
を引き上げるもの

議第８２号
美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条
例の一部を改正する条例について

キャリアサポート課
人事院勧告に基づき、民間給与との較差を解消するた
め、給料表の水準を引き上げ、期末手当の支給月数を引
き上げるもの

議第８３号
美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に
関する条例の一部を改正する条例について

キャリアサポート課
民間の特別給(ボーナス)の支給割合との均衡を図るた
め、期末勤勉手当の支給月数を引き上げるもの

議第８４号
美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の
一部を改正する条例について

キャリアサポート課
人事院勧告に準じて、民間給与との較差を解消するた
め、期末手当の支給月数を引き上げるもの

議第８５号
美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末
手当に関する条例の一部を改正する条例について

キャリアサポート課
人事院勧告に準じて、民間給与との較差を解消するた
め、期末手当の支給月数を引き上げるもの

議第８６号
美濃加茂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の
一部を改正する条例について

キャリアサポート課
週休日の振替及び年次有給休暇の付与期間を変更するも
の

議第８７号 令和６年度美濃加茂市一般会計補正予算（第５号） 財政課
補正額　　　　　　　　　１，１６５，０５２千円
補正後総予算額　　　　２５，８２０，２５９千円

議第８８号
令和６年度美濃加茂市介護保険会計補正予算（第３
号）

高齢福祉課
補正額　　　　　　　　　　　　１５，８５２千円
補正後総予算額　　　　　４，２４９，２４３千円

議第８９号 美濃加茂市第６次総合計画後期基本計画について 企画課
美濃加茂市第６次総合計画後期基本計画を策定するた
め、美濃加茂市議会の議決すべき事件に関する条例第２
条第１号の規定により、議会の議決を求めるもの

議第９０号
美濃加茂市と坂祝町の定住自立圏形成協定を変更す
ることについて

企画課
美濃加茂市と坂祝町の定住自立圏形成協定を変更するた
め、美濃加茂市議会の議決すべき事件に関する条例第２
条第２号の規定により、議会の議決を求めるもの

議第９１号 財産の取得について 学校教育課
美濃加茂市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又
は処分に関する条例第３条の規定により、契約について
議決を求めるもの

議第９２号 損害賠償の額を定めることについて 高齢福祉課
地方自治法第９６条第１項第１３号の規定に基づき損害
賠償の額を定めるもの

議第９３号 市道路線の認定について 土木課 市道山手５３６号線外７路線の認定

議第９４号
電子情報処理による戸籍事務の委託に関する協議に
ついて

市民課
戸籍情報システムの標準化に伴い、他市と共同で実施す
る電算情報処理による戸籍事務の委託を廃止するもの

令和６年美濃加茂市議会第４回定例会提出予定議案
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〔議第７８号〕 

美濃加茂市地域包括支援センターにおける包括的支援事業を実施するために

必要な基準を定める条例の一部を改正する条例について 

【議案書：  頁】

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の

人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を

改正する省令（令和６年厚生労働省令第６１号）

条例改正に影響

する施行日 

令和６年４月１日 

改正された法令 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号） 

条例改正に影響

する条 

第１４０条の６６

〇 条例改正趣旨

   介護保険法施行規則が改正されたことに伴い、所要の改正を行うもので

す。

◎ 改正の主な内容 

〇 引用する条項の改正（第３条関係）

第３条第２項中の引用する「第１４０条の６６第１号ロ(2)」を「第１４

０条の６６第１号イ」に改めます。

〇 職員に係る基準の改正（第４条関係）

職員配置の柔軟化として、常勤換算方法の導入と複数拠点で合算が可能と

する職員配置の規定を追加します。

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、令和７年１月１日から施行します。 
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〔議第７９号〕 

美濃加茂市刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例について 

   【議案書：  頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 〇刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）

〇刑法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令

（令和５年政令第３１８号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和７年６月１日 

改正された法令 刑法（明治４０年法律第４５号） 

条例改正に法律

の改正概要 

懲役及び禁固刑が、拘禁刑として単一化されたもの 

〇 条例改正趣旨

刑法の改正に伴い、条例中に定められている懲役や禁錮について用語を改

正するものです。 

◎ 改正の主な内容

第１条 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部改正 

〇 禁錮の用語改正（第２０条の２及び第２０条の３関係） 

「禁錮」を「拘禁刑」に改めます。 

第２条 美濃加茂市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の

一部改正 

〇 禁固の用語改正（第６条関係） 

「禁固」を「拘禁刑」に改めます。 

第３条 美濃加茂市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正 

〇 懲役の用語改正（附則第３条関係） 

「懲役」を「拘禁刑」に改めます。 

第４条 美濃加茂市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正 

〇 懲役の用語改正（第１７条関係） 

「懲役」を「拘禁刑」に改めます。 

◎ 施行期日等（附則） 

○ 施行期日（第１項） 

この条例は、令和７年６月１日から施行します。 
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○ 経過措置（第２項～第５項） 

罰則の適用等、人の資格及び職員の給与に関する条例の規定の適用につい

て、それぞれ経過措置を定めます。 
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〔議第８０号〕 

   美濃加茂市情報公開条例及び美濃加茂市個人情報の保護に関する法律施行条

例の一部を改正する条例について 

【議案書：  頁】 

◎ 改正の概要 

公文書の公開すべき情報及び個人情報の開示すべき情報から特定の個人が

識別される情報を除くことにより、カスタマーハラスメントに対応する必要

性など正当な権利利益を保護するものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市情報公開条例の一部改正 

〇 公文書の公開義務の規定（第６条関係） 

公文書の公開義務情報であった「公務員等の氏名に関する情報」を削りま

す。 

第２条 美濃加茂市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正 

 〇 不開示情報としない情報の規定（第４条関係） 

不開示情報としない情報であった「公務員等の氏名に係る部分」を「削

除」とします。 

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日（第１項） 

この条例は、令和７年１月１日から施行します。 

〇 経過措置（第２項及び第３項） 

この条例による改正後の美濃加茂市情報公開条例の規定は、施行日以後

に行われる公文書の公開請求について適用し、施行日前に行われた公文書

の公開請求については、なお従前の例とします。 

この条例による改正後の美濃加茂市個人情報の保護に関する法律施行条

例の規定は、施行日以後に行われる保有個人情報の開示請求について適用

し、施行日前に行われた保有個人情報の開示請求については、なお従前の例

とします。 
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〔議第８１号〕 

   美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

【議案書：  頁】 

◎ 改正の概要 

〇 条例改正趣旨 

   令和６年８月８日に行われた人事院勧告に基づき、民間給与との較差を

解消するため、給料表の水準を引き上げ、民間の特別給（ボーナス）の支給

割合との均衡を図るため、期末勤勉手当の支給月数を０．１０月分（再任用

職員については０．０５月分）引き上げる改正を行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部改正 

○ 給料表の水準の改定（第３条関係（別表第１）） 

   民間の初任給との間に差があること等を踏まえ、給料表を大卒程度に係

る初任給については２３，８００円、高卒者に係る初任給については２１，

４００円引き上げます。若年層が在職する号俸に特に重点を置くとともに、

おおむね３０歳台後半までの職員が在職する号俸にも重点を置いて引上げ

ます。その他の職員が在職する号俸については、改定率を逓減させつつ引上

げます。 

定年前再任用短時間勤務職員の基準給料月額についても改定します。 

○ 期末手当の引上げ（第２０条関係） 

   令和６年度の一般職の期末手当の支給月数を令和５年度と比較して年間

で０．０５月分引き上げ、１２月の期末手当に加算します。 

   令和６年度の定年前再任用短時間勤務職員の期末手当については、支給

月数を令和５年度と比較して年間で０．０２５月分引き上げ、１２月の期末

手当に加算します。 

○ 勤勉手当の引上げ（第２１条関係） 

   令和６年度の一般職の勤勉手当の支給月数を令和５年度と比較して年間

で０．０５月分引き上げ、１２月の勤勉手当に加算します。 

   令和６年度の定年前再任用短時間勤務職員の勤勉手当については、支給

月数を令和５年度と比較して年間で０．０２５月分引き上げ、１２月の勤勉

手当に加算します。 

第２条 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部改正 

 ○ 期末手当の引上げ（第２０条関係） 

   令和７年度の一般職の期末手当の支給月数を令和５年度と比較して年間
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で０．０５月分引き上げ２．５０月とし、引上げ分である０．０５月分を６

月と１２月に０．０２５月ずつ振り分け、それぞれ１．２５月とします。 

   令和７年度の定年前再任用短時間勤務職員の期末手当については、支給

月数を令和５年度と比較して年間で０．０２５月分引き上げ１．４０月と

し、引上げ分である０．０２５月分を６月と１２月に０．０１２５月ずつ振

り分け、それぞれ０．７０月とします。 

○ 勤勉手当の引上げ（第２１条関係） 

   令和７年度の一般職の勤勉手当の支給月数を令和５年度と比較して年間

で０．０５月分引き上げ、引上げ分である０．０５月分を６月と１２月に０．

０２５月ずつ振り分け、それぞれ１．０５月とします。 

   令和７年度の定年前再任用短時間勤務職員の勤勉手当については、支給

月数を令和５年度と比較して年間で０．０２５月分引き上げ１．０月とし、

引上げ分である０．０２５月分を６月と１２月に０．０１２５月ずつ振り分

け、それぞれ０．５０月とします。 

 【参考】期末手当及び勤勉手当の見直し（一般職） 

区 分 
現行 

（R6.4.1時点） 

改正後 

（R6.12.1時点） 

改正後 

（R7.4.1時点） 

引上げ分 

６月 

支給割合 

期

末 
１．２２５月 

期

末 
１．２２５月 

期

末 
１．２５月  

勤

勉 
１．０２５月 

勤

勉 
１．０２５月 

勤

勉 
１．０５月  

１２月 

支給割合 

期

末 
１．２２５月 

期

末 
１．２７５月 

期

末 
１．２５月  

勤

勉 
１．０２５月 

勤

勉 
１．０７５月 

勤

勉 
１．０５月  

合 計 ４．５０月 ４．６０月 ４．６０月 ０．１０月 

 【参考】期末手当及び勤勉手当の見直し（一般職（定年前再任用短時間勤務

職員）） 

区 分 
現行 

（R6.4.1時点） 

改正後 

（R6.12.1時点） 

改正後 

（R7.4.1時点） 

引上げ分 

６月 

支給割合 

期

末 
０．６８７５月 

期

末 
０．６８７５月 

期

末 
０．７０月  

勤

勉 
０．４８７５月 

勤

勉 
０．４８７５月 

勤

勉 
０．５０月  

- 8 -



１２月 

支給割合 

期

末 
０．６８７５月 

期

末 
０．７１２５月 

期

末 
０．７０月  

勤

勉 
０．４８７５月 

勤

勉 
０．５１２５月 

勤

勉 
０．５０月  

合 計 ２．３５月 ２．４０月 ２．４０月 ０．０５月 

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日等（第１項及び第２項）

   この条例は、公布の日から施行します。ただし、第２条の規定は、令和７

年４月１日から施行します。 

   第１条の規定による改正後の規定は令和６年４月１日から適用します。 

〇 給与の内払（第３項）

   第１条の規定による改正後の規定を適用する場合においては、同条の規

定による改正前の規定に基づいて支給された給与は、同条の規定による改

正後の規定による給与の内払とみなします。 
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〔議第８２号〕 

   美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例

について 

【議案書：  頁】 

◎ 改正の概要 

令和６年８月８日に行われた人事院勧告に基づき、民間給与との較差を解

消するため、給料表の水準を引き上げる改正を行うものです。 

また、民間の特別給（ボーナス）の支給割合との均衡を図るため、期末手当

の支給月数を０．０５月分引き上げる改正を行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 

○ 給料表の水準の改定（第７条関係（別表）） 

民間給与との較差を解消するため、一般職の給料表に併せて改定します。

○ 期末手当の引上げ（第９条関係） 

   令和６年度の期末手当の支給月数を令和５年度と比較して年間で０．０

５月分引き上げ、３．４５月とし、引上げ分については、１２月の支給月数

に加算します。 

第２条 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正

○ 期末手当の引上げ（第９条関係） 

   令和７年度の期末手当の支給月数を令和５年度と比較して年間で０．０

５月分引き上げ、３．４５月とし、引上げ分である０．０５月分を６月と１

２月に０．０２５月ずつ振り分け、それぞれ１．７２５月とします。 

【参考】期末手当の見直し 

区 分 
現行 

（R6.4.1時点） 

改正後 

（R6.12.1時点） 

改正後 

（R7.4.1時点） 
引上げ分 

６月 

支給割合 
１．７０月 １．７０月 １．７２５月  

１２月 

支給割合 
１．７０月 １．７５月 １．７２５月  

合 計 ３．４０月 ３．４５月 ３．４５月 ０．０５月 

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日等（第１項及び第２項）
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   この条例は、公布の日から施行します。ただし、第２条の規定は、令和７

年４月１日から施行します。 

   第１条の規定による改正後の規定は、令和６年４月１日から適用します。

〇 給与の内払（第３項）

第１条の規定による改正後の規定を適用する場合においては、同条の規

定による改正前の規定に基づいて支給された給与は、同条の規定による改

正後の規定による給与の内払とみなします。 
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〔議第８３号〕 

   美濃加茂市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

【議案書：  頁】 

◎ 改正の概要 

民間の特別給（ボーナス）の支給割合との均衡を図るため、期末勤勉手当の

支給月数を０．０５月分引き上げる改正を行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部改正 

○ 期末手当の引上げ（第７条関係） 

   令和６年度の期末手当の支給月数を令和５年度と比較して年間で０．０２

５月分引き上げ、１．４０月とし、引上げ分については、１２月の支給月数

に加算します。 

〇 勤勉手当の引上げ（第８条関係） 

   令和６年度の勤勉手当の支給月数を年間で０．０２５月分引き上げ、１．

０月とし、引上げ分については、１２月の支給月数に加算します。 

 第２条 美濃加茂市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部改正 

○ 期末手当の引上げ（第７条関係） 

   令和７年度の期末手当の支給月数を令和５年度と比較して年間で０．０２

５月分引き上げ、１．４０月とし、引上げ分である０．０２５月分を６月と

１２月に０．０１２５月ずつ振り分け、それぞれ０．７０月とします。 

〇 勤勉手当の引上げ（第８条関係） 

   令和７年度の勤勉手当の支給月数を令和５年度と比較して年間で０．０２

５月分引き上げ、１．０月とし、引上げ分である０．０２５月分を６月と１

２月に０．０１２５月ずつ振り分け、それぞれ０．５０月とします。 

 【参考】期末勤勉手当の見直し  

区 分 
現行 

（R6.4.1時点） 

改正後 

（R6.12.1時点） 

改正後 

（R7.4.1時点） 
引上げ分 

６月 

支給割合 

期

末 
０．６８７５月 

期

末 
０．６８７５月 

期

末 
０．７０月 

勤

勉 
０．４８７５月 

勤

勉 
０．４８７５月 

勤

勉 
０．５０月 

１２月 期 ０．６８７５月 期 ０．７１２５月 期 ０．７０月  
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支給割合 末 末 末 

勤

勉 
０．４８７５月 

勤

勉 
０．５１２５月 

勤

勉 
０．５０月 

合 計 ２．３５月 ２．４０月 ２．４０月 ０．０５月 

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日等（第１項及び第２項）

   この条例は、公布の日から施行します。ただし、第２条の規定は、令和７

年４月１日から施行します。 

   第１条の規定による改正後の規定は、令和６年１２月１日から適用します。

〇 期末勤勉手当の内払（第３項）

   第１条の規定による改正後の規定を適用する場合においては、同条の規定

による改正前の規定に基づいて支給された期末勤勉手当は、同条の規定によ

る改正後の規定による期末勤勉手当の内払とみなします。
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〔議第８４号〕 

   美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

【議案書：  頁】 

◎ 改正の概要 

令和６年８月８日に行われた人事院勧告に準じて、常勤の特別職（市長、副

市長及び教育長）の期末手当を引き上げるため条例を改正するものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部改正 

○ 期末手当の引上げ（第５条関係） 

   令和６年度の期末手当の支給月数を令和５年度と比較して年間で０．１

０月分引き上げ、４．６０月とし、引上げ分については、１２月の支給月数

に加算します。 

第２条 美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部改正 

○ 期末手当の引上げ（第５条関係） 

   令和７年度の期末手当の支給月数を令和５年度と比較して年間で０．１

０月分引き上げ、４．６０月とし、引上げ分である０．１０月分を６月と１

２月に０．０５月ずつ振り分け、それぞれ２．３０月とします。 

【参考】期末手当の見直し 

区 分 
現行 

（R6.4.1時点） 

改正後 

（R6.12.1時点） 

改正後 

（R7.4.1時点） 
引上げ分 

６月 

支給割合 
２．２５月 ２．２５月 ２．３０月  

１２月 

支給割合 
２．２５月 ２．３５月 ２．３０月  

合 計 ４．５０月 ４．６０月 ４．６０月 ０．１０月 

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日等（第１項）

   この条例は、公布の日から施行します。ただし、第２条の規定は、令和７

年４月１日から施行します。 

   第１条の規定による改正後の規定は、令和６年１２月１日から適用しま

す。 
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〇 期末手当の内払（第３項）

第１条の規定による改正後の規定を適用する場合においては、同条の規

定による改正前の規定に基づいて支給された期末手当は、同条の規定によ

る改正後の規定による期末手当の内払とみなします。 
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〔議第８５号〕 

   美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部

を改正する条例について 

【議案書：  頁】 

◎ 改正の概要 

令和６年８月８日に行われた人事院勧告に準じて、市議会議員の期末手当

を引き上げるため条例を改正するものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例の一部改正 

○ 期末手当の引上げ（第５条関係） 

   令和６年度の期末手当の支給月数を令和５年度と比較して年間で０．１

０月分引き上げ、４．６０月とし、引上げ分については、１２月の支給月数

に加算します。 

 第２条 美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例の一部改正 

○ 期末手当の引上げ（第５条関係） 

   令和７年度の期末手当の支給月数を令和５年度と比較して年間で０．１

０月分引き上げ、４．６０月とし、引上げ分である０．１０月分を６月と１

２月に０．０５月ずつ振り分け、それぞれ２．３０月とします。 

 【参考】期末手当の見直し  

区 分 
現行 

（R6.4.1時点） 

改正後 

（R6.12.1時点） 

改正後 

（R7.4.1時点） 
引上げ分 

６月 

支給割合 
２．２５月 ２．２５月 ２．３０月  

１２月 

支給割合 
２．２５月 ２．３５月 ２．３０月  

合 計 ４．５０月 ４．６０月 ４．６０月 ０．１０月 

◎ 施行期日等（附則） 

 〇 施行期日等（第１項及び第２項）

   この条例は、公布の日から施行します。ただし、第２条の規定は、令和７

年４月１日から施行します。 
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   第１条の規定による改正後の規定は、令和６年１２月１日から適用しま

す。 

〇 期末手当の内払（第３項）

第１条の規定による改正後の規定を適用する場合においては、同条の規

定による改正前の規定に基づいて支給された期末手当は、同条の規定によ

る改正後の規定による期末手当の内払とみなします。 
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〔議第８６号〕 

   美濃加茂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

【議案書：  頁】 

◎ 改正の概要 

〇 条例改正趣旨 

   週休日の振替を現状の勤務時間に合わせた割振り変更に改正します。ま

た、年次有給休暇を１の年度ごとにおける休暇に改正をします。 

◎ 改正の主な内容 

○ 週休日の振替等の改定（第５条関係） 

   週休日を振替える際に、勤務日の勤務時間のうち４時間を勤務する必要

がある日に割り振ることができるとされていますが、現状の勤務時間に合

わせ、４時間を半日勤務時間（勤務時間の２分の１に相当する勤務時間とし

て規則で定める勤務時間）に改正します。 

○ 年次有給休暇の改定（第１２条関係） 

   年次有給休暇は１の年における休暇とされていますが、１の年度ごとに 

おける休暇に改正します。 

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日（第１項） 

   この条例は、公布の日から施行します、ただし、第１２条の改正並びに附

則第３項、第４項及び第５項の規定は、令和７年４月１日から施行します。

〇 経過措置（第２項～５項） 

   この条例による改正前の週休日の割振りは、改正後の週休日の割振りと

みなします。（第２項） 

   第１２条の規定の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に在職する

職員の令和７年度の年次有給休暇は、令和７年１月１日（以下「基準日」と

いう。）に付与された日数から基準日から令和７年３月３１日までに取得し

た日数を減じた日数に５日を加えた日数とします。（第３項） 

   施行日において、第１２条第１項第３号に該当する職員に係る規定の適

用については、「２０日」とあるのは「２５日」とします。（第４項） 

   令和７年度の年次有給休暇のうち、繰り越しについては次のとおりとし

ます。（第５項） 

  (1) 基準日に繰り越された年次有給休暇は、令和８年３月３１日まで使用

できることとします。 
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  (2) 基準日に付与された年次有給休暇は、令和９年３月３１日まで使用で

きることとします。 
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